　　　　　　＜提出書類チェックシート＞

· 提出書類・提出部数に漏れがないかチェックを付し、応募申請書類とともに提出してください。
· 国の平成２８年度補正革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金への応募申請者は、「国提出書類活用の可否」欄「可」印の書類について、正副ともに国の補助金申請書の写しを活用することが出来ます。「否」印の書類については新たに作成してください。
	応募者名
	 
	提出
部数
	国提出書類活用の可否

	事業計画名
	 
	
	

	いずれか
一つに☑
	□ 平成２８年度補正革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金に応募している
□ 平成２８年度補正革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金に応募していない
	
	

	書類
種類
	チェック欄
	提出書類
	
	

	申請
書類
	□
	【様式１】中小企業経営力強化事業（設備投資等支援）補助金事業計画書の提出について
	正１
副２
	否

	
	□
	【様式1】に応募者の代表者印が押されていること
	－
	－

	
	□
	【様式１】事業類型等に☑が付されていること
	－
	－

	
	□
	【様式２】事業計画書
（１）応募者の概要等　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（２）事業内容
（３）補助金又は委託費の交付を受けた実績説明
	正１
副２
	可

	
	□
	【様式２】事業計画書
（４）経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）資金調達内訳　
（６）その他
	正１
副２
	否

	
	□
	「機械装置費」を補助対象経費に計上し、提出する方のみチェック
入手価格の妥当性を証明できる書類（公募要領１７ページ参照）
	正１
	可

	
	□
	該当する書類を提出してください。
１．設立２年以上経過している中小企業・小規模事業者
○ ２期分の決算書（貸借対照表、損益計算書、個別注記表）を提出
２．設立２年に満たない中小企業・小規模事業者（１年以上２年未満）
○ １期分の決算書（貸借対照表、損益計算書、個別注記表）を提出
３．設立間もなく決算書の提出ができない中小企業・小規模事業者
○ 事業計画書及び収支予算書を提出
	正１
副２
	可

	
	□
	定款若しくは登記事項証明書（提出日より３ヵ月以内に発行されたもの）
（個人事業主の場合）
確定申告書（第１表）、納税証明書等、事業を行っていることが示されている書面
	正１
副２
	可

	
	□
	会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット等
（自社で会社案内等のパンフレットを作成している場合は添付してください）
	正１
副２
	可

	
	□
	「総賃金の１％賃上げ等の実施状況について」で記載をしている企業
○ 取組実態がわかる証拠書類（領収書、賃金台帳等）
	正１
副２
	可

	
	□
	「応募申請時に有効な期間の経営革新計画の承認を受けている」☑を付した方のみ

中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認書の写し（承認を受けた計画書を含む）
（承認申請中の場合は、申請した申請書様式）（公募要領１５ページ参照）
	正１
副２
	可

	
	□

	「応募申請時に有効な期間の経営力向上計画の認定を受けている」に☑を付した方のみ

中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定書の写し（認定を受けた計画書を
含む）（認定申請中の場合は、申請した申請書様式、計画書を含む）（公募要領１５ページ参照）
	正１
副２
	可

	
	□

	「京都府元気印中小企業の認定を受けている」又は「京都府中小企業「知恵の経営」実践モデル企業の認証を受けている」に☑を付した方のみ
認定書等の写し（公募要領１６ページ参照）
	正１
副２
	－

	
	□

	【様式２】（２）の事業計画を別紙として記載する方のみ
【ものづくり技術】で申請をされる方
「３～５年計画で「付加価値額」「経常利益」の増大を達成する計画書」
【革新的サービス】で申請をされる方
「３～５年計画で「付加価値額」年率３％及び「経常利益」年率１％の向上を達成する計画書」
	正１
副２
	可

	
	□
	提出書類チェックシート
	１
	否

	その他
	□
	事業計画書（【様式１】【様式２】）の下中央に通しページが付されていること
	－
	－


注１．提出書類に不備のある場合、審査対象とならないことがありますのでご注意ください。
注２．提出書類は審査、管理、確定、精算といった一連の業務遂行のためにのみ利用し、応募者の秘密は保持します。
注３．提出書類の返却はいたしませんので、必ず、正本の控えを保持してください。
注４．ファイルの背表紙と表紙に「事業計画名」「応募者名」及び正副の別を記入してください。

